
（2023年３月31日現在）
（単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具 及 び 備品

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

投 資 損 失 引 当 金

貸 倒 引 当 金
　

99,163

400

982

43,853

6,926

14,963

6,062

7,714

3,553

1,885

11,462

1,421

△64

136,903

85,748

18,214

15,763

21,632

1,985

24,416

3,537

197

2,097

49,058

10,678

25,229

4,293

6,356

3,042

△430

△113
　

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債 112,294

支 払 手 形 663

買 掛 金 19,000

電 子 記 録 債 務 1,617

短 期 借 入 金 60,350

未 払 金 9,296

未 払 費 用 5,233

預 り 金 13,420

そ の 他 2,712

固 定 負 債 66,758

長 期 借 入 金 44,700

退 職 給 付 引 当 金 3,585

堆 砂 対 策 引 当 金 14,825

そ の 他 3,647

負 債 合 計 179,053

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 55,188

資 本 金 30,000

資 本 剰 余 金 7,500

資 本 準 備 金 7,500

利 益 剰 余 金 17,688

そ の 他 利 益 剰 余 金 17,688

繰 越 利 益 剰 余 金 17,688

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,824

その他有価証券評価差額金 1,846

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △21

純 資 産 合 計 57,012

資 産 合 計 236,066 負 債 純 資 産 合 計 236,066

貸　借　対　照　表
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（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

（単位：百万円）

科       目 金       額

売 上 高 155,269

売 上 原 価 138,550

売 上 総 利 益 16,719

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,839

営 業 利 益 2,879

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,942

そ の 他 の 営 業 外 収 益 3,791 7,733

営 業 外 費 用

支 払 利 息 674

そ の 他 の 営 業 外 費 用 2,733 3,408

経 常 利 益 7,204

税 引 前 当 期 純 利 益 7,204

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △346

法 人 税 等 調 整 額 777 430

当 期 純 利 益 6,774

損　益　計　算　書
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　　子会社株式および

　　関連会社株式

移動平均法に基づく原価法

　　　市場価格のない株式等以外

　　　のもの

当事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

①　有形固定資産

　　　（リース資産を除く）

定額法

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の有形固定資産(少額減価償却資産)

については、３年間で均等償却する方法を採用しております。

　また、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　建物　　　３～50年

　　　　　構築物　　３～60年

　　　　　機械及び装置　３～22年

②　無形固定資産

　　　（リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５

年以内)に基づく定額法を採用しております。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準および評価方法

①　有価証券

　　その他有価証券

　　　市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法

②　デリバティブ 時価法

③　棚卸資産 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

③　リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま

す。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

②　投資損失引当金 　子会社等への投資に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案

して計上しております。

③　退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12年）による定率法により、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。

④　堆砂対策引当金 　当社が保有する雨畑ダム（山梨県南巨摩郡早川町）上流の雨畑川の水位が

2019年８月の台風10号、同年10月の台風19号などによる豪雨の影響を受け上昇

したことにより、周辺地域で浸水被害が発生いたしました。現在、地域の皆さ

まの安全を 優先に、関係各所との連携により浸水被害を防ぐための対策を進

めております。

　また、国土交通省より抜本的な解決に向け、堆砂対策の計画を取りまとめ、

計画的に取り組むよう指導されております。

　この状況を厳粛に受け止め、当社は国土交通省、山梨県および早川町との４

者で構成する雨畑地区土砂対策検討会を設立し、周辺地域における浸水被害発

生に対する応急対策、および堆積土砂の抜本対策について検討を重ね、その内

容に基づき雨畑ダム堆砂対策基本計画を策定し、その実行に伴う費用等を合理
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的に見積り、堆砂対策引当金という名称で貸借対照表に計上しております。

(4) 収益および費用の計上基準

（収益の計上基準）

当社は、「アルミナ・化成品、地金」、「板製品」および「加工製品、関連事業」に関係する事業を主として行

っており、それらの製品は、アルミニウムに関連するあらゆる分野にわたっております。

アルミナ・化成品、地金事業におきましては、アルミナ、水酸化アルミニウム、各種化学品およびアルミニウム

合金等の製造、販売を行っております。板製品事業におきましては、アルミニウム板製品の製造、販売を行ってお

ります。加工製品、関連事業におきましては、景観関連製品等の加工製品の製造、販売を行っております。

製品の販売については製品が顧客に検収された時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が

充足されると判断していることから、通常は製品が顧客に検収された時点で収益を認識しております。国内の販売

においては、出荷時から顧客による検収時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しており

ます。

また、収益は顧客との契約において約束された対価で計上しております。

取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません 

。

有償支給取引については、支給品の譲渡に係る収益は認識しておりません。

(5) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 　繰延ヘッジ処理によっております。ただし、振当処理の要件を満たす為替予

約については、振当処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 （通貨関連）

　ヘッジ手段…為替予約取引

　ヘッジ対象…外貨建債権債務および外貨建予定取引

（商品関連）

　ヘッジ手段…アルミニウム地金等の先渡取引

　ヘッジ対象…アルミニウム地金等の販売および購入取引等

③　ヘッジ方針 　将来における為替変動リスクおよびアルミニウム地金等の価格変動リスク

等、様々な市場リスクの回避を目的として行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始

時およびその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺する

ものであることが事前に想定されるため、ヘッジ有効性の判定は省略しており

ます。
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　(1) 有形固定資産の減価償却累計額 189,165百万円

ニッケイ工業㈱ 875百万円

計 875百万円

　　短期金銭債権 18,702百万円

　　長期金銭債権 3,793百万円

　　短期金銭債務 85,842百万円

　　長期金銭債務 44,712百万円

２．貸借対照表に関する注記

(2) 偶発債務

① 保証債務

② 品質等に関する不適切行為に係る偶発債務

　当社の親会社である日本軽金属ホールディングス株式会社は、グループ会社において「鉱工業品及びその加工

技術に係る日本産業規格（JIS）への適合性の認証に関する省令」に定める基準に関する不適切行為の事実が判

明したことを受け、2021年6月に外部専門家等によって構成する特別調査委員会を設置し、以降、特別調査委員

会の調査範囲をJIS認証事業所以外に拡大して調査を実施いたしました。日本軽金属ホールディングス株式会社

は、2023年３月29日に特別調査委員会より「調査報告書」を受領し、同日公表しております。本件事案の今後の

進捗次第では、当社においても顧客等への補償費用を始めとする損失等の発生により、将来の財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点ではその影響額を合理的に見積もることが困難なものについて

は、計算書類には反映しておりません。

(3) 関係会社に対する金銭債権および債務
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繰延税金資産

堆砂対策引当金 4,536百万円

投資簿価修正(増額修正) 2,157百万円

減価償却超過額 2,052百万円

退職給付引当金 1,097百万円

譲渡損益調整資産 989百万円

繰越欠損金 548百万円

投資有価証券 410百万円

関係会社株式 328百万円

固定資産除却損否認額 60百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 54百万円

繰延ヘッジ損益 11百万円

その他 2,736百万円

繰延税金資産小計 14,982百万円

評価性引当額 △6,997百万円

繰延税金資産合計 7,985百万円

繰延税金負債

繰延ヘッジ損益 △5百万円

その他有価証券評価差額金 △646百万円

その他 △976百万円

繰延税金負債合計 △1,628百万円

繰延税金資産の純額 6,356百万円

３．税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2)法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果の会計処理

　当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税及び地

方法人税並びに税効果会計の会計処理および開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び

開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従ってお

ります。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による

影響はないものとみなしております。
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属 性 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金
( 百 万 円 )

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の被所有
割合(％)

関 係 内 容 取引の内容
取 引 金 額
( 百 万 円 )
(注１)

科 目
期 末 残 高
( 百 万 円 )
(注１)

親会社
日 本 軽 金 属
ホ ー ル デ ィ
ン グ ス ㈱

46,525

子会社等の
経営管理お
よびそれに
付帯又は関
連する業務

100.0

経営管理
業務受託
資金の借入
役員の兼任

業務受託料
(注２)

953 未収入金 522

資金の借入
利息の支払
(注３)

102,227
618

短期借入金
長期借入金

60,350
44,700

属 性 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金
( 百 万 円 )

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
割合(％)

関 係 内 容 取引の内容
取 引 金 額
( 百 万 円 )
(注１)

科 目
期 末 残 高
( 百 万 円 )
(注１)

子会社

日軽産業㈱ 1,010

アルミニウ
ム加工製品
その他各種
製品の販
売、工事請
負および不
動産売買

99.9

堆砂対策に伴
う土木工事お
よび管理業務
役員の兼任

堆砂対策に伴
う土木工事お
よび管理業務
(注２)

3,694 未払金 1,107

日軽エンジニ
アリング㈱ 480

各種景観製
品の設計、
製造、販
売、施工お
よびメンテ
ナンス工事
の請負

100.0
当社の販売先
資金の預り

製品の販売
(注２)

4,643 売掛金 3,285

資金の預り
利息の支払
(注３)

4,012
14

預り金 3,690

アルミニウム
線材㈱

300

アルミニウ
ム荒引線・
軽金属製品
等の製造、
販売

68.5 当社の仕入先

原材料の有償
支給(注２)

5,579 未収入金 3,155

製品の仕入
(注２)

6,377 買掛金 3,749

㈱東陽理化学
研究所

856

金属製品の
製造、販売
および金属
表面処理

87.9 資金の預り
資金の預り
利息の支払
(注３)

5,695
21

預り金 6,050

４．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社および法人主要株主等

 　(注) 取引条件および取引条件の決定方針等

　 １.取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

   ２.受託業務に係る費用を基礎として算定しております。

　 ３.資金の借入については、キャッシュ・マネジメント・システムに係るものであり、利息の支払は市場金利に基づ

き決定しております。また、取引金額は当事業年度における平均借入残高を記載しております。

　  (2) 子会社および関連会社等

　(注) 取引条件および取引条件の決定方針等

　 １.取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

   ２.価格等の取引条件は、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

   ３.日軽エンジニアリング㈱、㈱東陽理化学研究所からの資金の預りについては、キャッシュ・マネジメント・シス

テムに係るものであり、利息の支払は市場金利に基づき決定しております。また、取引金額は当事業年度におけ

る平均預り残高を記載しております。
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属 性 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金
( 百 万 円 )

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
割合(％)

関 係 内 容 取引の内容
取 引 金 額
( 百 万 円 )
(注１)

科 目
期 末 残 高
( 百 万 円 )
(注１)

親会社の
子会社

日軽金アクト
㈱

460

アルミニウ
ム押出製
品、アルミ
ニウム加工
製品等の製
造、販売

－ 当社の販売先
製品の販売
(注２)

25,093 売掛金 7,849

(1) １株当たり純資産額 104円58銭

(2) １株当たり当期純利益 12円43銭

　  (3) 兄弟会社等

　(注) 取引条件および取引条件の決定方針等

　 １.取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

   ２.価格等の取引条件は、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

５．１株当たり情報に関する注記
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